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市
議
会
議
員
共
済
会
（
会
長
�

佐
藤
祐
文
・
横
浜
市
議
会
議
長
）

は
２
月
４
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン

タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
１
０
７
回
代
議

員
会
を
開
催
し
た
。
平
成
２５
年
度

上
半
期
経
理
状
況
を
報
告
す
る
と

と
と
も
に
、
平
成
２６
年
度
事
業
計

画
と
予
算
案
、
地
方
議
会
議
員
の

被
用
者
年
金
制
度
へ
の
加
入
に
つ

い
て
の
要
望
案
を
審
議
し
、
い
ず

れ
も
原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
。

上
半
期
経
理
状
況
に
つ
い
て
は

五
味
東
条
・
監
事
（
塩
尻
市
議
会

議
長
）
か
ら
、
共
済
給
付
金
の
給

付
費
用
を
扱
う
給
付
経
理
、
事
務

経
費
を
扱
う
業
務
経
理
と
も
適
正

に
処
理
さ
れ
て
い
る
と
報
告
さ
れ

た
。
事
業
計
画
と
予
算
で
は
総
務

省
の
改
正
省
令
で
今
後
、
正
式
決

定
す
る
給
付
に
係
る
市
負
担
金
の

率
が
、
標
準
報
酬
月
額
に
対
す
る

１
０
０
分
の
５２
・
８
と
示
さ
れ
た
。

地
方
議
会
議
員
の
被
用
者
年
金

制
度
へ
の
加
入
に
つ
い
て
の
要
望

は
、
昨
年
１１
月
６
日
開
催
の
第
９５

回
全
国
市
議
会
議
長
会
評
議
員
会

で
議
決
し
、
地
方
行
政
委
員
会
へ

付
託
さ
れ
、
同
委
員
会
で
要
望
と

し
て
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
と
同
じ

内
容
。
地
方
議
会
議
員
が
安
心
し

て
議
員
活
動
に
専
念
し
、
国
民
の

幅
広
い
政
治
参
加
や
議
員
を
志
す

新
た
な
人
材
確
保
の
た
め
に
も
、

議
員
退
職
後
の
老
後
の
生
活
を
保

障
す
る
年
金
制
度
は
必
要
不
可
欠

で
あ
る
と
し
、
被
用
者
年
金
一
元

化
が
行
わ
れ
る
平
成
２７
年
１０
月
か

ら
の
制
度
加
入
を
求
め
て
い
る
。

本
会
（
会
長
�
佐
藤
祐
文
・
横
浜
市
議
会
議
長
）
は
２
月
５
日
、

東
京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
９６
回
評
議
員
会
を
開
催
し
た
。

評
議
員
会
に
は
新
藤
義
孝
・
総
務
大
臣
の
代
理
で
関
口
昌
一
・
総
務

副
大
臣
が
来
賓
と
し
て
臨
席
し
た
ほ
か
、
各
委
員
会
委
員
長
に
よ
る

活
動
結
果
報
告
に
先
駆
け
、
佐
藤
会
長
ら
本
会
代
表
が
実
施
し
た
東

日
本
大
震
災
被
災
地
視
察
の
説
明
が
あ
っ
た
。
▼
６
面
に
視
察
概
要

会
議
で
は
佐
藤
会
長
の
あ
い
さ

つ
�
５
面
に
全
文
�
に
続
き
、
来

賓
の
関
口
総
務
副
大
臣
か
ら
祝
辞

を
賜
っ
た
。
事
務
局
に
よ
る
一
般

事
務
報
告
で
は
、
１１
月
６
日
開
催

の
第
１
９
３
回
理
事
会
や
第
９５
回

評
議
員
会
以
降
の
概
要
に
つ
い
て

報
告
が
あ
っ
た
ほ
か
、
全
国
公
営

交
通
事
業
都
市
議
長
会
の
解
散
に

伴
い
本
会
委
員
会
へ
移
管
さ
れ
る

要
望
項
目
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ

た
�
本
紙
第
１
８
９
４
号
掲
載
。

事
務
報
告
の
の
ち
会
議
で
は
各

委
員
会
の
報
告
に
入
っ
た
。
▽
地

方
行
政
▽
地
方
財
政
▽
社
会
文
教

▽
産
業
経
済
▽
建
設
運
輸
▽
国
会

対
策
―
の
各
委
員
会
の
ほ
か
、
国

と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る

特
別
委
員
会
の
委
員
長
が
、
平
成

２５
年
度
の
活
動
結
果
を
報
告
し
た

�
２
面
か
ら
５
面
に
要
旨
。
最
終

的
な
２５
年
度
の
活
動
結
果
は
、
５

月
２８
日
開
催
の
第
９０
回
定
期
総
会

で
各
委
員
長
か
ら
報
告
さ
れ
る
。

協
議
で
は
本
会
一
般
会
計
予
算

な
ど
を
決
定
し
た
ほ
か
、
そ
の
他

で
は
８
月
に
本
会
の
研
究
フ
ォ
ー

ラ
ム
開
催
を
予
定
し
て
い
る
岡
山

市
の
則
武
宣
弘
・
同
市
議
会
議
長

が
歓
迎
の
あ
い
さ
つ
を
行
っ
た
。

ほ
か
当
日
は
、
岡
崎
浩
巳
・
総

務
事
務
次
官
が
「
地
方
行
財
政
の

課
題
」
と
題
し
講
演
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1895号２月１５日平成26年
（2014年）

本会の第９６回評議員会
各委員会が活動結果を報告

被被
災災
地地
視視
察察
のの
報報
告告
もも

【写真上】関口総務副大臣
【写真下】研究フォーラム
開催市の則武岡山市議長

事
業
計
画
・
予
算
な
ど
決
定

共済会

給
付
賄
う
市
負
担
金
率
は
５２
・
８
％

佐藤祐文・本会会長
（横浜市）

監査結果を報告する五味
東条・塩尻市議会議長

（１） 平成２６年２月１５日 第１８９５号
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第
９６
回
評
議
員
会
に
お
い
て
、
本
会
の
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、

社
会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
、
国
会
対
策
の
各
員
会
、
国
と

地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
、
そ
れ
ぞ
れ
の
委
員
長

が
平
成
２５
年
度
の
活
動
結
果
と
要
望
事
項
の
概
要
を
報
告
し
た
。
本

紙
で
は
２
面
か
ら
５
面
に
か
け
、
報
告
の
要
旨
を
掲
載
す
る
。

た
だ
今
、
ご
指
名
い
た
だ
き
ま

し
た
、
北
海
道
千
歳
市
議
会
議
長

の
高
秀
で
ご
ざ
い
ま
す
。

そ
れ
で
は
、
地
方
行
政
委
員
会

の
要
望
結
果
の
概
要
に
つ
き
ま
し

て
、
ご
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

は
じ
め
に
、
地
方
分
権
改
革
の

推
進
に
つ
い
て
で
す
が
、
政
府

は
、
第
一
次
安
倍
内
閣
で
設
置
し

た
「
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

の
勧
告
」
の
う
ち
、
残
さ
れ
た
課

題
で
あ
る
「
国
か
ら
地
方
公
共
団

体
」
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
等
や

第
３０
次
地
方
制
度
調
査
会
の
「
答

申
」
で
示
さ
れ
た
「
都
道
府
県
か

ら
指
定
都
市
」
へ
の
移
譲
等
を
含

む
事
務
・
権
限
の
移
譲
等
に
関
す

る
見
直
し
方
針
を
取
り
ま
と
め
、

１２
月
２０
日
に
閣
議
決
定
し
、
こ
の

決
定
を
踏
ま
え
権
限
移
譲
や
移
譲

に
伴
う
財
源
措
置
等
を
含
む
「
法

律
改
正
」
事
項
は
第
４
次
一
括
法

案
と
し
て
今
通
常
国
会
へ
提
出
さ

れ
る
予
定
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

次
に「
地
方
議
会
の
権
能
強
化

等
」
に
つ
い
て
で
あ
り
ま
す
が
、

議
長
へ
の
議
会
「
招
集
権
」
の
付

与
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
議
会
の

権
能
強
化
に
関
す
る
本
委
員
会
の

要
望
事
項
に
つ
き
ま
し
て
は
、
地

方
議
会
が
住
民
の
負
託
に
応
え
、

自
主
性
・
自
立
性
を
高
め
る
た
め

に
は
必
要
な
事
項
で
あ
り
ま
す
の

で
、
地
方
自
治
法
を
は
じ
め
と
す

る
諸
規
定
の
見
直
し
等
に
つ
い
て

引
き
続
き
要
望
し
て
参
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
議
会
議
員
の
「
退

職
後
」
の
生
活
を
保
障
す
る
年
金

制
度
は
、
今
後
の
人
材
確
保
の
見

地
か
ら
も
必
要
不
可
欠
で
あ
り
ま

す
の
で
、
平
成
２７
年
１０
月
か
ら
の

「
被
用
者
」
年
金
一
元
化
に
併
せ
、

地
方
議
会
議
員
年
金
の
「
被
用

者
」
年
金
制
度
へ
の
加
入
を
含

む
、
総
合
的
な
環
境
整
備
を
行
う

こ
と
に
つ
き
ま
し
て
も
、
引
き
続

き
要
望
し
て
参
り
ま
す
。

次
に
「
消
防
防
災
体
制
の
充
実

強
化
」
に
つ
い
て
で
す
が
、
本
委

員
会
に
お
い
て
は
、
財
政
措
置
等

の
充
実
強
化
を
要
望
し
て
お
り
ま

し
た
が
、
総
務
省
消
防
庁
の
平
成

２６
年
度
予
算
案
及
び
２５
年
度
補
正

予
算
案
に
お
い
て
緊
急
消
防
援
助

隊
の
機
能
強
化
や
消
防
救
急
デ
ジ

タ
ル
無
線
の
整
備
、
消
防
団
の
装

備
・
訓
練
の
充
実
強
化
な
ど
「
国

民
の
命
を
守
る
消
防
防
災
行
政
の

推
進
」
と
し
て
、
計
１
８
７
億
円

が
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
そ
の

ほ
か
「
過
疎
地
域
の
自
立
促
進
」

や
「
北
方
領
土
返
還
」
等
の
各
要

望
項
目
に
つ
い
て
も
所
要
額
が
確

保
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

た
だ
今
、
ご
指
名
い
た
だ
き
ま

し
た
、
富
山
県
魚
津
市
議
会
議
長

の
梅
原
で
ご
ざ
い
ま
す
。
地
方
財

政
委
員
会
の
主
な
要
望
結
果
に
つ

い
て
ご
報
告
い
た
し
ま
す
。

初
め
に
、
平
成
２６
年
度
税
制
改

正
に
つ
い
て
で
す
。
去
る
平
成
２５

年
１２
月
１２
日
に
、
与
党
の
平
成
２６

年
度
税
制
改
正
大
綱
が
決
定
さ
れ

ま
し
た
。
焦
点
と
な
り
ま
し
た
固

定
資
産
税
の
償
却
資
産
課
税
に
つ

い
て
は
、
税
制
改
正
大
綱
に
「
引

き
続
き
検
討
す
る
」
と
明
記
さ
れ

ま
し
た
が
２６
年
度
税
制
改
正
で

は
、
本
委
員
会
の
要
望
ど
お
り
現

行
制
度
を
堅
持
す
る
こ
と
と
さ
れ

ま
し
た
。
次
に
車
体
課
税
の
見
直

し
に
つ
い
て
本
年
４
月
に
自
動
車

取
得
税
の
税
率
を
引
き
下
げ
る
一

方
で
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
、
平

成
２７
年
度
以
降
に
新
規
取
得
す
る

四
輪
車
等
の
新
車
の
税
率
を
引
き

上
げ
る
等
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。
次
に
ゴ
ル
フ
場

利
用
税
で
は
、
本
委
員
会
の
要
望

ど
お
り
現
行
制
度
を
堅
持
す
る
こ

と
と
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
ほ
か
、

地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す

る
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
新
た
な

仕
組
み
を
早
急
に
検
討
す
る
こ

と
、
ま
た
、
地
方
法
人
課
税
に
つ

い
て
税
源
の
偏
在
是
正
措
置
を
講

じ
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

次
に
、
平
成
２６
年
度
地
方
財
政

対
策
に
つ
い
て
で
す
。
平
成
２６
年

度
地
方
財
政
対
策
を
経
て
、
去
る

２５
年
１２
月
２４
日
に
、
２６
年
度
予
算

政
府
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し

た
。
本
委
員
会
は
地
方
交
付
税
等

の
一
般
財
源
総
額
の
確
保
及
び
歳

出
特
別
枠
・
交
付
税
の
別
枠
加
算

の
堅
持
な
ど
を
求
め
て
参
り
ま
し

た
。
そ
の
結
果
、
地
方
財
政
対
策

で
は
地
方
税
収
の
大
幅
な
伸
長
に

よ
り
地
方
交
付
税
は
前
年
度
比
１

７
６
９
億
円
減
の
１６
兆
８
８
５
５

億
円
と
な
っ
た
も
の
の
一
般
財
源

総
額
と
し
て
は
前
年
度
比
６
０
５

０
億

円

増

の
６０
兆
３
５
７
７
億

円
、
不
交
付
団
体
の
水
準
超
経
費

を
除
く
一
般
財
源
総
額
は
前
年
度

比
４
２
５
０
億
円
増
の
５９
兆
４
２

７
７
億
円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
地
域
の
元
気
創
造
事
業

へ
の
振
り
替
え
分
を
含
め
る
と
、

実
質
的
に
前
年
度
と
同
水
準
と
な

る
１
兆
１
９
５
０
億
円
の
歳
出
特

別
枠
が
確
保
さ
れ
、
交
付
税
の
別

枠
加
算
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
収

の
伸
長
を
踏
ま
え
、
６
１
０
０
億

円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
臨
時
財
政
対
策
債

の
抑
制
が
図
ら
れ
る
と
と
も
に
、

東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
事

業
費
及
び
そ
の
財
源
に
つ
い
て
は

５
７
２
３
億
円
の
震
災
復
興
特
別

交
付
税
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

各各
委委
員員
会会
のの
報報
告告（（
要要
旨旨
））①①
地
行

社
文

地
財

産
経

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

千歳市
議 長

高
秀

政
博
・
委
員
長

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

魚津市
議 長

梅
原

健
治
・
委
員
長

第１８９５号 平成２６年２月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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た
だ
今
、
ご
指
名
を
い
た
だ
き

ま
し
た
三
重
県
名
張
市
議
会
議
長

の
石
井
で
ご
ざ
い
ま
す
。

社
会
文
教
委
員
会
は
、
住
民
生

活
に
特
に
身
近
な
分
野
で
あ
る
社

会
文
教
施
策
に
つ
い
て
、
そ
の
充

実
強
化
に
向
け
要
望
を
行
っ
て
参

り
ま
し
た
。

そ
れ
で
は
、
本
委
員
会
の
主
な

要
望
結
果
の
概
要
に
つ
き
ま
し

て
、
ご
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
地
域
医
療
施
策
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
が
、
平
成
２６
年
度

厚
生
労
働
省
医
政
局
予
算
案
に
お

き
ま
し
て
、
医
療
従
事
者
の
確
保

・
養
成
や
在
宅
医
療
の
推
進
、
病

床
の
機
能
分
化
・
連
携
を
図
る
医

療
提
供
体
制
改
革
の
た
め
の
財
政

支
援
基
金
が
創
設
さ
れ
る
な
ど
、

対
前
年
度
比
２８
％
増
の
１
８
５
１

億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
医
療
保
険
制
度
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
。

国
保
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
低
所
得
者
に
対
す
る
保
険
料

負
担
軽
減
措
置
に
つ
き
ま
し
て
、

平
成
２６
年
度
の
消
費
税
引
上
げ
の

増
収
分
の
う
ち
６
１
２
億
円
を
充

て
、
対
象
者
の
拡
大
が
図
ら
れ
る

こ
と
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
し
か

し
な
が
ら
、
保
険
者
へ
の
財
政
措

置
の
拡
充
等
は
２７
年
度
以
降
に
先

送
り
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
の

で
、
そ
の
早
期
拡
充
に
つ
い
て
、

引
き
続
き
要
望
し
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お
り
ま

す
。な

お
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災

地
で
あ
り
ま
す
岩
手
、
宮
城
、
福

島
の
３
県
に
つ
き
ま
し
て
は
、
国

保
に
お
け
る
財
政
調
整
交
付
金
の

拡
大
な
ど
財
政
支
援
策
が
拡
充
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
少
子
化
対
策
に
つ
い
て

で
あ
り
ま
す
。

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
策
の

充
実
の
た
め
、
消
費
税
引
上
げ
増

収
分
か
ら
３
０
０
０
億
円
を
充
て

る
と
さ
れ
、
待
機
児
童
解
消
加
速

化
プ
ラ
ン
の
推
進
や
、
放
課
後
児

童
対
策
の
充
実
が
図
ら
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
す
が
、
施
策
の
所
要
額

は
１
兆
円
超
程
度
と
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
そ
の
財
源
の
確
保
を

引
き
続
き
要
望
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
文
教
施
策
に
つ
い
て
で

あ
り
ま
す
。

教
育
予
算
の
拡
充
を
は
じ
め
と

す
る
文
教
施
策
の
充
実
強
化
に
つ

い
て
要
望
し
て
参
り
ま
し
た
結

果
、
文
部
科
学
関
係
予
算
に
つ
き

ま
し
て
は
、
対
前
年
度
比
０
・
１

％
増
の
５
兆
３
６
２
７
億
円
が
計

上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
保
健
衛
生
施
策
、

介
護
保
険
制
度
、
雇
用
対
策
、
社

会
福
祉
施
策
、
環
境
保
全
施
策
に

つ
き
ま
し
て
も
、
そ
の
充
実
強
化

を
要
望
し
て
参
り
ま
し
た
。

今
後
と
も
、
山
積
す
る
諸
課
題

の
解
決
に
向
け
、
鋭
意
取
り
組
ん

で
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
の
で
、

引
き
続
き
、
各
位
の
ご
支
援
、
ご

協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
よ
ろ
し

く
お
願
い
申
し
上
げ
、
社
会
文
教

委
員
会
の
報
告
と
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
。
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。

た
だ
今
、
ご
指
名
を
い
た
だ
き

ま
し
た
岡
山
県
笠
岡
市
議
会
議
長

の
森
岡
で
ご
ざ
い
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
農
林
水
産
業
や

中
小
企
業
の
振
興
、
資
源
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
な
ど
を
所
管
し
、
各
施

策
の
充
実
強
化
に
向
け
て
、
要
望

運
動
を
展
開
し
て
参
り
ま
し
た
。

ま
ず
、
平
成
２６
年
度
の
農
林
水

産
省
予
算
案
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、

総
額
２
兆
３
２
６
７
億
円
が
計
上

さ
れ
て
お
り
ま
す
。

農
業
に
つ
き
ま
し
て
は
「
新
た

な
経
営
所
得
安
定
対
策
」
や
「
強
い

農
林
水
産
業
の
た
め
の
基
盤
づ
く

り
」
、
「
農
林
水
産
物
・
食
品
の
高

付
加
価
値
化
等
の
推
進
」
な
ど
に

よ
り
、
土
地
利
用
型
農
業
の
経
営

体
の
経
営
の
安
定
、
鳥
獣
被
害
防

止
対
策
の
強
化
、
農
林
水
産
業
の

６
次
産
業
化
の
推
進
な
ど
が
図
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

林
業
に
つ
い
て
は
、
「
新
た
な

木
材
需
要
の
創
出
と
強
い
林
業
づ

く
り
」
に
よ
る
国
産
材
の
安
定
的

な
供
給
体
制
の
構
築
や
森
林
・
林

業
人
材
育
成
対
策
の
強
化
、
ま

た
、
水
産
業
に
つ
き
ま
し
て
は
、

「
強
い
水
産
業
づ
く
り
の
た
め
の

総
合
対
策
」
に
よ
り
漁
業
者
の
収

入
安
定
対
策
や
担
い
手
確
保
対
策

な
ど
の
取
組
が
進
め
ら
れ
る
こ
と

と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

次
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
き
ま
し
て

は
、
交
渉
参
加
国
と
の
分
野
ご
と

の
交
渉
が
、
現
在
も
続
け
ら
れ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
の
で
、

そ
の
動
向
を
注
視
し
つ
つ
、
引
き

続
き
、
十
分
な
情
報
開
示
と
国
益

を
損
な
う
こ
と
の
な
い
よ
う
適
切

な
対
応
を
行
う
こ
と
を
、
国
に
対

し
強
く
求
め
て
い
く
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
２６
年
度
の
経
済
産
業
省
予

算
案
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
３
４
１

１
億
円
が
計
上
さ
れ
、
「
福
島
・

被
災
地
の
復
興
の
加
速
」
を
最
優

先
と
し
、
国
の
責
任
に
お
い
て
避

難
指
示
が
解
除
さ
れ
た
地
域
へ
の

早
期
帰
還
の
支
援
や
産
業
復
興
・

雇
用
創
出
な
ど
に
取
り
組
む
と
し

て
お
り
ま
す
。

中
小
企
業
対
策
費
に
つ
き
ま
し

て
は
１
１
１
１
億
円
が
計
上
さ

れ
、
「
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業

者
の
革
新
」
を
重
点
分
野
に
位
置

づ
け
、
黒
字
企
業
の
倍
増
に
向
け

た
施
策
を
始
め
、
中
小
企
業
・
小

規
模
事
業
者
に
対
す
る
き
め
細
か

な
資
金
繰
り
や
、
事
業
再
生
支
援

が
実
施
さ
れ
ま
す
。

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
は

８
７
２
７
億
円
が
計
上
さ
れ
、
特

に
「
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の

推
進
」
に
お
い
て
、
安
定
的
か
つ

低
廉
な
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
生
産
」

に
向
け
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
最
大
限
導
入
す
る
た
め
の
各
種

事
業
が
展
開
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
お
り
ま
す
。

以
上
、
本
委
員
会
の
要
望
結
果

の
概
要
に
つ
き
ま
し
て
、
ご
報
告

申
し
上
げ
ま
し
た
が
、
役
員
の
皆

様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
な
お

一
層
の
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う

お
願
い
申
し
上
げ
、
私
の
報
告
と

さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

名張市
議 長

石
井

政
・
委
員
長

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

笠岡市
議 長

森
岡

聰
子
・
委
員
長

（３） 平成２６年２月１５日 第１８９５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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た
だ
今
、
ご
指
名
を
い
た
だ
き

ま
し
た
熊
本
県
人
吉
市
議
会
議
長

の
永
山
で
ご
ざ
い
ま
す
。

そ
れ
で
は
、
平
成
２５
年
度
の
建

設
運
輸
委
員
会
要
望
運
動
の
主
な

結
果
に
つ
き
ま
し
て
、
ご
報
告
申

し
上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
来
年
度
予
算
を
巡
る
政

府
の
動
向
で
あ
り
ま
す
が
「
好
循

環
実
現
の
た
め
の
経
済
対
策
」
に

基
づ
き
、
い
わ
ゆ
る
「
１５
か
月
予

算
」
の
考
え
方
で
編
成
す
る
と
さ

れ
て
お
り
、
昨
年
１２
月
１２
日
に
平

成
２５
年
度
補
正
予
算
案
が
、
同
２４

日
に
平
成
２６
年
度
予
算
案
が
、
そ

れ
ぞ
れ
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

始
め
に
、
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
対
応
に

つ
い
て
で
あ
り
ま
す
が
、
２５
年
度

補
正
予
算
案
に
お
い
て
、
復
興
ま

ち
づ
く
り
、
産
業
の
復
興
等
に
所

要
額
が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
２６
年

度
予
算
案
に
お
い
て
も
、
東
日
本

大
震
災
復
興
交
付
金

３
６
３
８

億
円
を
含
む
、
ま
ち
の
復
旧
・
復

興
支
援
に
１
兆
３
２
９
６
億
円
等

が
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
自
然
災
害
対
策
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
が
、
地
震
・
津
波

対
策
、
治
山
・
治
水
対
策
の
推
進

を
求
め
ま
し
た
と
こ
ろ
、
２５
年
度

補
正
予
算
案
に
お
い
て
復
興
、
防

災
・
安
全
対
策
の
加
速
に
５
５
９

８
億
円
が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
２６

年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
「
公
共

施
設
の
耐
震
化
、
津
波
対
策
等
に

よ
る
強
靭
化
の
推
進
」
に
１
０
５

５
億
円
、
「
大
規
模
水
害
・
土
砂

災
害
等
に
備
え
た
治
水
対
策
、
渇

水
対
策
の
推
進
」
に
２
８
６
６
億

円
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。

次
に
、
各
種
交
通
基
盤
整
備
の

推
進
に
つ
い
て
は
、
道
路
の
整
備

促
進
に
つ
い
て
、
「
代
替
性
の
確

保
の
た
め
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
整
備
」
関
連
経
費
が
２５
年
度
補

正
予
算
案
及
び
２６
年
度
予
算
案
併

せ
て
約
４
６
０
０
億
円
が
計
上
さ

れ
て
お
り
ま
す
。

整
備
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
そ

の
着
実
な
整
備
に
向
け
７
２
０
億

円
が
計
上
さ
れ
、
地
域
公
共
交
通

に
つ
い
て
は
、
そ
の
確
保
・
維
持

・
改
善
の
推
進
に
対
し
て
、
３
０

５
億
６
０
０
０
万
円
が
計
上
さ
れ

て
お
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
都
市
基
盤
整
備
の

推
進
や
地
域
に
お
け
る
総
合
的
な

事
前
防
災
・
減
災
対
策
、
老
朽
化

対
策
、
ま
た
、
観
光
立
国
の
推
進

な
ど
に
所
要
額
が
確
保
さ
れ
て
お

り
ま
す
。

以
上
で
あ
り
ま
す
が
、
最
後
に

本
委
員
会
要
望
活
動
へ
の
ご
支

援
、
ご
協
力
に
深
く
感
謝
申
し
上

げ
ま
す
と
と
も
に
、
東
日
本
大
震

災
か
ら
の
一
日
も
早
い
復
旧
・
復

興
の
実
現
と
、
社
会
資
本
整
備
関

連
施
策
の
更
な
る
充
実
強
化
に
向

け
、
今
後
と
も
皆
様
方
の
ご
支
援

を
賜
り
ま
す
よ
う
よ
ろ
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
、
建
設
運
輸
委
員
会

の
活
動
報
告
と
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

２
・
３
面
に
引
き
続
き
４
・
５
面
で
も
、
本
会
の
第
９６
回
評
議
員

会
に
お
け
る
各
委
員
会
の
活
動
報
告
に
つ
い
て
要
旨
を
掲
載
す
る
。

た
だ
今
、
ご
指
名
い
た
だ
き
ま

し
た
、
神
奈
川
県
相
模
原
市
議
会

議
長
の
須
田
で
ご
ざ
い
ま
す
。
国

会
対
策
委
員
会
の
要
望
結
果
等
に

つ
い
て
ご
報
告
い
た
し
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
全
国
市
議
会
議

長
会
の
重
点
要
望
の
実
現
に
向
け

た
活
動
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し

て
お
り
、
各
部
会
か
ら
推
薦
さ
れ

た
委
員
及
び
政
府
・
与
党
要
職
者

の
地
元
選
挙
区
を
考
慮
し
て
佐
藤

会
長
か
ら
委
嘱
さ
れ
た
委
員
の
計

１９
名
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
お
り

ま
す
。

今
年
度
は
、
平
成
２６
年
度
税
制

改
正
及
び
地
方
財
政
対
策
に
向
け

て
、
固
定
資
産
税
の
償
却
資
産
課

税
の
堅
持
、
地
方
交
付
税
等
の
一

般
財
源
総
額
の
確
保
及
び
東
日
本

大
震
災
か
ら
の
早
期
復
旧
・
復
興

な
ど
に
つ
い
て
要
望
活
動
を
行
っ

て
参
り
ま
し
た
。

ま
ず
、
昨
年
８
月
に
は
、
平
成

２６
年
度
予
算
概
算
要
求
に
向
け
た

要
望
運
動
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
９
月
に
は
、
平
成
２６
年
度
税

制
改
正
の
焦
点
と
な
り
ま
し
た
固

定
資
産
税
の
償
却
資
産
課
税
に
つ

い
て
、
現
行
制
度
を
堅
持
す
る
よ

う
、
野
田
毅
自
由
民
主
党
税
制
調

査
会
長
等
に
対
し
て
、
強
力
に
要

望
運
動
を
行
い
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
１２
月
に
は
平
成
２６
年

度
税
制
改
正
及
び
予
算
編
成
に
向

け
た
動
き
が
佳
境
に
入
る
中
、
麻

生
太
郎
副
総
理
兼
財
務
大
臣
、
新

藤
義
孝
総
務
大
臣
、
石
破
茂
自
由

民
主
党
幹
事
長
、
井
上
義
久
公
明

党
幹
事
長
を
は
じ
め
と
す
る
政
府

・
与
党
の
要
職
者
に
対
し
、
地
方

財
政
員
会
の
正
副
委
員
長
さ
ん
と

と
も
に
、
強
力
に
要
望
運
動
を
行

っ
た
と
こ
ろ
で
す
。
こ
の
結
果
、

地
方
財
政
委
員
会
の
ご
報
告
に
あ

り
ま
し
た
よ
う
に
、
平
成
２６
年
度

税
制
改
正
で
は
、
固
定
資
産
税
の

償
却
資
産
課
税
に
つ
い
て
は
、
本

委
員
会
の
要
望
ど
お
り
現
行
制
度

を
堅
持
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し

た
。ま

た
、
平
成
２６
年
度
地
方
財
政

対
策
で
は
、
地
方
交
付
税
等
の
一

般
財
源
総
額
や
、
実
質
的
に
は
前

年
度
と
同
水
準
と
な
る
歳
出
特
別

枠
が
確
保
さ
れ
る
と
と
も
に
、
東

日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
事
業

費
及
び
そ
の
財
源
に
つ
い
て
は
、

所
要
の
震
災
復
興
特
別
交
付
税
が

確
保
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま

す
。
以
上
、
国
会
対
策
委
員
会
の

要
望
結
果
等
に
つ
い
て
の
ご
報
告

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

各各
委委
員員
会会
のの
報報
告告（（
要要
旨旨
））②②
建
運
国
と
地
方

協
議
の
場

等
特
別
委

国
対

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

人吉市
議 長

永
山

芳
宏
・
委
員
長

国国
会会
対対
策策
委委
員員
会会

相模原市
議 長

須
田

毅
・
委
員
長

第１８９５号 平成２６年２月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



た
だ
い
ま
ご
指
名
を
頂
き
ま
し

た
京
都
市
会
議
長
の
橋
村
で
ご
ざ

い
ま
す
。
そ
れ
で
は
、
国
と
地
方

の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委

員
会
の
活
動
経
過
等
に
つ
き
ま
し

て
、
ご
報
告
を
申
し
上
げ
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
平
成
２３
年
５
月

に
、
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に

関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
た
こ

と
を
受
け
ま
し
て
、
国
と
地
方
の

協
議
の
場
等
に
対
す
る
本
会
と
し

て
の
意
見
調
整
を
行
う
た
め
の
当

面
の
組
織
と
し
て
、
第
８７
回
定
期

総
会
に
お
い
て
設
置
さ
れ
た
委
員

会
で
ご
ざ
い
ま
す
。

さ
て
、
平
成
２６
年
度
政
府
予
算

編
成
に
お
き
ま
し
て
は
、
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
設
け
ら
れ
た
地

方
財
政
計
画
に
お
け
る
歳
出
特
別

枠
・
別
枠
加
算
の
取
り
扱
い
、
ま

た
、
償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資

産
税
や
、
自
動
車
関
係
税
制
の
取

り
扱
い
が
地
方
に
と
っ
て
の
最
大

の
懸
案
事
項
で
あ
り
、
本
委
員
会

が
昨
年
１１
月
の
第
７
回
委
員
会
で

協
議
し
た
対
応
方
針
を
踏
ま
え
、

佐
藤
会
長
を
は
じ
め
役
員
の
皆
様

方
の
ご
尽
力
を
頂
い
た
と
こ
ろ
で

ご
ざ
い
ま
す
。

そ
の
結
果
に
つ
き
ま
し
て
は
、

既
に
ご
講
演
や
各
委
員
長
の
ご
報

告
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、
概
略
の

み
申
し
上
げ
た
い
と
存
じ
ま
す

が
、
地
方
税
の
増
収
を
踏
ま
え
、

交
付
税
の
別
枠
加
算
が
縮
小
さ
れ

た
も
の
の
、
歳
出
特
別
枠
が
実
質

的
に
維
持
さ
れ
る
な
ど
、
地
方
一

般
財
源
総
額
は
前
年
度
を
上
回
る

６０
・
４
兆
円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

次
に
、
地
方
税
に
関
し
て
で
あ

り
ま
す
が
、
固
定
資
産
税
の
償
却

資
産
課
税
に
つ
い
て
、
平
成
２６
年

度
税
制
改
正
に
お
い
て
は
、
現
行

制
度
が
堅
持
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
自
動
車
関
係
税
制
に
つ

い
て
は
、
自
動
車
取
得
税
の
引
き

下
げ
と
、
平
成
２７
年
度
以
降
の
新

規
取
得
分
の
軽
自
動
車
税
の
引
き

上
げ
等
に
よ
り
、
将
来
、
平
年
度

化
し
た
時
点
で
地
方
財
政
に
影
響

を
及
ぼ
さ
な
い
よ
う
対
応
す
る
こ

と
と
さ
れ
ま
し
た
。

平
成
２６
年
度
の
地
方
財
政
対
策

及
び
税
制
改
正
の
概
略
は
以
上
の

と
お
り
で
あ
り
ま
す
が
、
今
後
と

も
、
安
定
的
な
地
方
税
財
源
の
確

保
は
も
と
よ
り
、
地
方
分
権
改
革

の
方
向
性
や
地
域
経
済
の
再
生
な

ど
大
き
な
課
題
に
つ
い
て
、
国
と

地
方
の
協
議
の
場
等
を
通
じ
た
真

摯
な
議
論
が
必
要
で
あ
り
、
本
委

員
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
引
き

続
き
、
適
時
適
切
に
対
応
し
て
参

り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

本
日
ご
出
席
の
役
員
各
位
に
お

か
れ
ま
し
て
は
、
本
委
員
会
の
活

動
に
対
し
ま
し
て
、
一
層
の
ご
支

援
・
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
お

願
い
申
し
上
げ
、
国
と
地
方
の
協

議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会

の
報
告
と
い
た
し
ま
す
。
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

第９６回評議員会会長挨拶

平成２６年２月５日（水）
於・都市センターホテル

第９６回評議員会の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申
し上げます。
本日は、定例会を控え、公務極めてご多忙のなか、ご出

席を賜り、厚く御礼申し上げます。
皆様方には、平素より本会の運営に格別のご支援、ご協

力を賜っておりますことに対し、厚く御礼を申し上げる次
第であります。
また、本日はご来賓として関口総務副大臣のご出席をい

ただいております。
関口総務副大臣には、国会開会中の公務極めてご多忙の

折にもかかわりませず、ご臨席を賜り、厚く御礼を申し上
げます。
また、岡崎事務次官からは、後ほど「地方行財政の課題」

として、ご講演をいただくこととしておりますので、よろ
しくお願い申し上げます。
さて、平成２６年度の地方税財政対策でございます。
まず、税制改正につきましては、ご出席の各議長のご協

力をいただいたところでありますが、自動車取得税につい
ては消費税率１０％への引き上げ時に廃止をされますが、代
替財源として、平成２７年度以降新規に取得する軽自動車の
税率の引上げ等で財源を確保することとされました。
固定資産税の償却資産課税の取扱いについては、引き続

き検討とされました。
次に、地方財政対策につきましては、地方財政計画の歳

出特別枠及び地方交付税の別枠加算の維持が大きな争点と
なりました。
地方交付税については、景気回復に伴う地方税収の増も

あり、０．２兆円減の１６．９兆円とされましたが、地方の一般
財源総額は、０．６兆円増の６０．４兆円とされたところであり
ます。
歳出特別枠は一部縮小されましたが、「地域の元気創造

事業」への振り替える形で、実質的には従来の特別枠の水
準を確保されたところであります。
なお、別枠加算につきましては、地方税収の状況を踏ま

え必要な額が確保されるなどの苦労・工夫をしていただい
たと考えております。
関口副大臣には、厚く御礼申し上げる次第でございます。
また、発災から３年が経過しようとしております東日本

大震災からの、復旧・復興につきましては、昨年１１月の評
議員会におきましても、要望決議をご決定いただき、政府
要路に要請いたしたところでございますが、去る１月２９日
と３０日にかけて、正副会長、東北部会の各支部長の皆様と
ともに、陸前高田市、気仙沼市、南相馬市の被災地の復興
状況の視察と、復興庁福島復興局を訪問いたし、要請を行
って参りました。
この視察を通じまして、被災市の皆様方と意見交換をす

る中で、本会といたしましても、引き続き、被災地の想い
をくんだ要望を行って参らなければならないという思いを
強くいたしたところでございます。
今後とも、本会目的の達成のために、皆様方の引き続き

のご支援、ご協力を重ねてお願い申し上げる次第でござい
ます。
本日の評議員会は、平成２６年度本会各会計予算案等につ

きまして、ご協議いただくこととしておりますので、会議
の円滑な運営にご協力をいただきますようよろしくお願い
申し上げ、開会の挨拶とさせていただきます。

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
のの
場場
等等

にに
関関
すす
るる
特特
別別
委委
員員
会会

京都市
議 長

橋
村

芳
和
・
委
員
長

（５） 平成２６年２月１５日 第１８９５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全
国
市
議
会
議
長
会
指
定
都
市

協
議
会
（
会
長
�
橋
村
芳
和
・
京

都
市
議
会
議
長
）
は
２
月
４
日
、

東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
第
３
回

総
会
を
開
き
役
員
改
選
を
実
施
し

た
。
新
た
に
役
員
へ
就
任
し
た
各

市
は
▽
会
長
�
浜
松
市
▽
副
会
長

�
岡
山
市
▽
監
事
�
相
模
原
市
▽

同
�
熊
本
市
―
と
な
っ
た
。
新
役

員
を
代
表
し
、
太
田
康
隆
・
浜
松

市
議
会
議
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
。

ま
た
、
当
日
は
総
務
省
の
山
�

重
孝
・
大
臣
官
房
審
議
官
が
地
方

自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

案
の
概
要
を
説
明
。
山
�
審
議
官

の
説
明
を
踏
ま
え
、
同
協
議
会
を

構
成
す
る
２０
市
の
議
長
は
忌
憚
の

な
い
意
見
を
交
わ
し
、
緊
急
要
望

に
ま
と
め
�
下
掲
、
２
月
６
日
に

要
望
書
を
総
務
省
へ
提
出
し
た
。

評
議
員
会
で
は
ス
ラ
イ
ド
写
真

を
用
い
、
１
月
２９
日
か
ら
３０
日
に

か
け
実
施
し
た
「
東
日
本
大
震
災

被
災
地
復
興
状
況
視
察
」
の
概
要

を
本
会
の
原
田
正
司
・
事
務
総
長

が
説
明
し
た
。

▼
１
面
の
関
連

本
会
を
代
表
し
視
察
へ
参
加
し

た
議
長
は
、
正
副
会
長
ほ
か
東
北

６
県
を
代
表
す
る
各
県
支
部
長
。

佐
藤
会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）

を
は
じ
め
と
す
る
１１
市
の
議
長
は

視
察
先
の
議
長
ら
の
協
力
を
得
て

▽
陸
前
高
田
市
▽
気
仙
沼
市
▽
南

相
馬
市
―
へ
赴
き
、
震
災
が
残
し

た
爪
痕
の
深
刻
さ
を
改
め
て
把
握

す
る
と
と
も
に
、
復
興
に
向
け
た

活
動
状
況
を
確
認
し
た
。
視
察
に

協
力
し
た
各
議
長
ら
は
、
陸
前
高

田
市
が
伊
藤
明
彦
・
議
長
と
千
田

勝
治
・
副
議
長
、
気
仙
沼
市
が
臼

井
真
人
・
議
長
と
熊
谷
伸
一
・
副

議
長
、
南
相
馬
市
が
平
田
武
・
議

長
と
今
村
裕
・
副
議
長
。

被
災
地
を
視
察
し
た
の
ち
視
察

団
は
、
福
島
市
の
佐
藤
一
好
・
議

長
と
中
野
哲
郎
・
副
議
長
の
協
力

を
得
て
復
興
庁
福
島
復
興
局
を
訪

問
。
昨
年
１１
月
６
日
の
第
９５
回
評

議
員
会
で
採
択
し
た
「
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
及

び
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
に
関

す
る
決
議
」
を
丸
山
淑
夫
・
福
島

復
興
局
長
に
手
渡
し
要
請
し
た
。

本
会
で
は
被
災
地
視
察
で
得
た

認
識
を
踏
ま
え
つ
つ
、
引
き
続
き

強
力
な
要
請
活
動
を
展
開
し
て
い

く
構
え
。
本
年
３
月
１１
日
に
は
三

周
年
追
悼
式
が
政
府
主
催
で
執
り

行
わ
れ
る
予
定
の
た
め
、
本
紙
で

は
特
集
を
組
み
今
回
視
察
の
詳
細

説
明
と
あ
わ
せ
紹
介
す
る
予
定
。

緊 急 要 望

指定都市議会の区常任委員会を必置とす
ることについては慎重に検討されたい

今回の地方自治法の改正では、指定都市制

度の見直しとして、区の役割の拡充が行わ

れ、区の事務所が分掌する事務を条例で定め

ることとすること、議会に区常任委員会を置

くこととすること等を規定することとしてい

る。

区の役割を拡充し、都市内分権を充実させ

ることが重要であることは認識しているとこ

ろであるが、指定都市にはそれぞれ異なった

沿革があり、各都市における区の規模、位置

づけ、組織体制などが多様である。

区に係る議会のあり方については、各指定

都市議会の主体的な判断を尊重した制度とす

べきである。

平成２６年２月６日

全国市議会議長会

指定都市協議会

会長 太 田 康 隆

（浜松市議会議長）

【
視
察
参
加
者
】
▽
会
長
�
佐
藤
祐
文

（
横
浜
市
）
▽
副
会
長
�
田
名
部
和
義

（
八
戸
市
）
▽
同
�
野
中
一
二
（
甲
府

市
）
▽
同
�
井
上
恒
彌
（
静
岡
市
）
▽

同
�
寺
井
克
之
（
松
山
市
）
▽
部
会
長

�
鎌
田
修
悦
（
秋
田
市
・
東
北
議
長
会

会
長
・
秋
田
県
支
部
長
）
▽
理
事
�
田

中
元
（
弘
前
市
・
青
森
県
支
部
長
）
▽

同
�
金
沢
陽
介
（
盛
岡
市
・
岩
手
県
支

部
長
）
▽
同
（
代
理
）
�
日
下
富
士
夫

（
仙
台
市
副
議
長
・
宮
城
県
支
部
長
代

理
）
▽
同
�
加
藤
賢
一
（
山
形
市
・
山

形
県
支
部
長
）
▽
同
�
戸
川
稔
朗
（
会

津
若
松
市
・
福
島
県
支
部
長
）

▼
議
長

▽
鳴
門

宮
崎
光
明
（
１２
・
２５
）

▽
越
前

佐
々
木
富
基
（
１
・
１５
）

▽
桑
名

佐
藤

肇
（
１
・
１５
）

▽
八
千
代

坂
本

安
（
１
・
１６
）

▽
旭

�
橋
利
彦
（
１
・
２１
）

▽
名
取

山
口

實
（
２
・
３
）

▼
副
議
長

▽
鳴
門

東

正
昇
（
１２
・
２５
）

▽
岩
沼

森

繁
男
（
１
・
１４
）

▽
越
前

関
利
英
子
（
１
・
１５
）

▽
八
千
代

茂
呂

剛
（
１
・
１６
）

▽
旭

平
野
忠
作
（
１
・
２１
）

▽
名
取

郷
内
良
治
（
２
・
３
）

▼
事
務
局
長

▽
上
田

片
岡
文
夫
（
１
・
１
）

議議
会会
人人
事事

被災地視察で現状認識

津波に襲われた陸前高田市の旧・道の駅を佐藤会長らが視察した

本会活動へ反映させる礎に

指定都市協

役
員
改
選
で
新
会
長
就
任

自
治
法
改
正
案
で
緊
急
要
望
ま
と
め
る

太田康隆・新会長
（浜松市）

会議冒頭にあいさつする
橋村芳和・会長
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